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　本研究の目的は，幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困難感について，個別の指導計画の４
つの作成段階に焦点を当て，園内体制や経験の影響を考慮に入れて検討することであった。障害のある幼児
を担任している幼稚園教師を対象に郵送法による質問紙調査を行い，343名の回答を分析した。その結果，
作成段階において，「評価」はその他のどの段階よりも困難感が高く，「具体的な指導内容の設定」は「幼児
の実態の把握」や「指導の目標（ねらい）の設定」より困難感が高かった。また，「具体的な指導内容の設定」
では，他機関との連携あり群が連携なし群より困難感が低い傾向がみられた。さらに，「指導の目標（ねらい）
の設定」，「具体的な指導内容の設定」および「評価」では障害のある幼児の担任経験あり群が経験なし群よ
り困難感が低かった。
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Ⅰ．問題と目的

　特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議
（2009）は，障害のある子どもへの指導について「障
害を早期に発見し，早期から発達に応じた必要な支援
を行うことは，その後の自立や社会参加に大きな効果
があると考えられる」と述べ，障害のある子どもに対
する早期からの教育支援の重要性を指摘した。特に，
幼稚園については，学校教育法の一部改正（平成19年
４月施行）により，在籍する障害のある幼児に対して

「障害による学習上又は生活上の困難を克服するため
の教育を行うこと」が規定され，幼稚園教育要領（平
成20年３月告示）においても障害のある幼児の指導を
計画的，組織的に行うことが示された（文部科学省，
2008）。さらに，特別支援教育の推進に関する調査研
究協力者会議（2009）は，幼稚園における早期支援に
ついて「個別の指導計画や個別の教育支援計画を作
成・活用するなどして，一人一人の教育的ニーズに応
じた支援の充実を図ることが必要である」と述べ，幼
稚園における個別の指導計画の作成の必要性にも言及
している。このように幼稚園において個別の指導計
画を作成し，障害のある幼児への指導を充実させて

いくことは，近年の重要な教育課題のひとつである
と言える。
　しかし，文部科学省（2013）によると平成24年度の
幼稚園における個別の指導計画の作成率は42.5％（該
当者無しを除いた値は73.0％）であり，小・中学校と
比べると決して高いとは言えない。原野・朴・佐藤・
鶴巻（2009）は，福島県の幼稚園を対象に行った質問
紙調査から，「作成できる専門知識のある人がいない」

「作成マニュアルがない」「作成方法が分からない」と
いった理由から個別の指導計画を作成していない幼稚
園が多いことを明らかにしている。つまり，幼稚園教
師は個別の指導計画の作成に難しさを感じており，専
門知識のある人やマニュアルといった支援を必要とし
ていると考えられる。そして，その難しさが幼稚園に
おける個別の指導計画の作成率の低さにつながってい
ると推測される。
　さて，特別支援学校学習指導要領解説（自立活動編）
によると，個別の指導計画の作成には「幼児の実態の
把握」「指導の目標（ねらい）の設定」「具体的な指導
内容の設定」「評価」という４つの作成段階がある（文
部科学省，2009）。しかし，原野ら（2009）の調査だ
けでは，幼稚園教師がこうした作成段階のどこに難し
さを感じているのかまでは分からない。例えば，海津・
佐藤・涌井（2005）は，教師を対象に行った質問紙調
査から，教師は個別の指導計画の作成に必要な観点の
うち「つまずきの実態把握」への意識は高いのに対し，
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「日々の評価」にはあまり意識が向いていないことを
明らかにしている。こうした結果からは，幼稚園教師
が個別の指導計画の作成段階のうち，「幼児の実態の
把握」よりも「評価」に難しさを感じる可能性が示唆
される。また，松井・七木田（2005）は，広島県の幼
稚園教師を対象に行った質問紙調査から，幼稚園教師
が障害のある幼児への指導に関して「専門的な対応が
できない」や「保育の仕方がわからない」といった意
識を持っていることを明らかにしている。さらに， 
鶴巻・朴・原野・佐藤（2009）は，福島県の幼稚園教
師を対象に行った質問紙調査から，幼稚園教師が障害
のある幼児への指導に関して「具体的な支援の仕方が
分からない」「コミュニケーションを取る方法がわか
らない」などと感じていることを明らかにしている。
こうした結果からは，幼稚園教師が個別の指導計画の
作成段階のうち，特に「具体的な指導内容の設定」に
難しさを感じていることが示唆される。このように，
幼稚園教師が個別の指導計画の作成に関して感じる難
しさの程度は，作成段階によって異なる可能性がある。
　そこで，本研究では「難しさを感じる程度」を「困
難感」とし，幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成
に関する困難感について，個別の指導計画の４つの作
成段階に焦点を当てて検討する。ただし，幼稚園教師
の抱く個別の指導計画の作成に関する困難感は，その
他の様々な要因から影響を受けることが考えられるた
め，そうした要因を考慮に入れる必要がある。例えば，
山本・神田（2008）は，愛知県の幼稚園と保育所を対
象に行った調査から，巡回相談を受けている園は受け
ていない幼稚園より個別の指導計画の作成率が高いこ
とを明らかにしている。また，高畑（2009）は，特別
支援教育コーディネーター（以下，コーディネーター）
が学級担任と連携しながら個別の指導計画を作成した
幼稚園の事例を報告している。さらに，海津ら（2005）
は，指導歴や個別の指導計画の作成歴が長い教師は，
短い教師より個別の指導計画の作成に必要な視点を有
していることを明らかにしている。こうした知見を踏
まえると，幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に
関する困難感は，他機関との連携やコーディネーター
の有無といった「園内体制」や教職経験年数や障害の
ある幼児の担任経験といった「経験」によって異なる
ことが予想される。
　以上より，本研究では，幼稚園教師が抱く個別の指
導計画の作成に関する困難感について，個別の指導計
画の４つの作成段階に焦点を当て，園内体制や経験の
影響を考慮に入れて検討することを目的とする。

Ⅱ．方　法

１．対象者
　A 県および B 県の国立を除く全幼稚園（782園）に
勤務する幼稚園教師のうち，障害のある幼児を担任し
ている幼稚園教師を対象者とした。なお，本研究にお
ける「障害のある幼児」とは，障害の医学的診断を受
けている幼児とした。
　対象となった幼稚園には，調査依頼文１部，返信用
封筒１部，質問紙３部を送付し，障害のある幼児の担
任教師（園長が３名までを無作為に抽出）に回答・返
信するよう依頼した。なお，障害のある幼児が在籍し
ていない場合は白紙のまま返信するよう依頼した。ま
た，倫理的配慮として調査は無記名で行い，個人が特
定できないようにした。
　回答は319園（40.8％）から860名分（36.7％）が寄
せられ，「障害のある幼児の在籍なし」として白紙で
返送された435名分と欠損値のあった82名分を除き，
最終的に343名の回答を有効回答とした。

２．質問項目
（1）園内体制
　園内体制については「園内委員会の有無」（あり／
なしの２択），「コーディネーターの有無」（あり／な
しの２択），「他機関との連携の有無」（あり／なしの
２択）の３つを尋ねた。

（2）経　験
　経験については「教職経験年数」（３年未満／３年～
５年／６年～９年／ 10年～19年／ 20年以上の５択），

「（昨年度以前の）障害のある幼児の担任経験の有無」
（あり／なしの２択）の２つを尋ねた。
（3）個別の指導計画の作成に関する困難感
　個別の指導計画の作成に関する困難感の測定につい
ては,特別支援学校学習指導要領解説（自立活動編）（文
部科学省，2009）を参考に「幼児の実態の把握」「指
導の目標（ねらい）の設定」「具体的な指導内容の設定」

「評価」の４つの作成段階ごとにどの程度困難を感じ
ているかを尋ねた。
　また，幼稚園における個別の指導計画の作成率が低
いこと（文部科学省，2010）を考慮し，実際に個別の
指導計画を作成している，作成していないに関わらず，
個別の指導計画の作成に必要な観点について困難感を
尋ねた。
　さらに，困難感を尋ねる質問項目については，特別
支援学校学習指導要領解説（自立活動編）（文部科学省，
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作成段階 項 目 

幼児の実態の把握  

幼児の発達の状態を捉えること 

幼児の障害の状態を捉えること 

幼児が何に興味・関心をもっているかを捉えること

指導の目標(ねらい)の設定 

発達の状態に応じた目標を決めること 

障害の状態に応じた目標を決めること 

興味・関心に応じた目標を決めること 

具体的な指導内容の設定 

発達の状態に応じた指導内容を選ぶこと 

障害の状態に応じた指導内容を選ぶこと 

興味・関心に応じた指導内容を選ぶこと 

評価 

実態把握が適切であったかの評価 

目標が適切であったかの評価 

選んだ指導内容が適切であったかの評価 

Table 1　個別の指導計画の作成に関する困難感を測定するための質問項目

2009）を参考にし，特に「発達の状態」「障害の状態」
「興味・関心」の３つに視点を絞って作成した。
　質問項目は，「幼児の実態の把握」３項目，「指導の
目標（ねらい）の設定」３項目，「具体的な指導内容
の設定」３項目，「評価」３項目の計12項目で，「以下
の各項目についてどの程度難しさを感じているか，該当
する番号に○をつけてください。」という教示文を示し，

「１．全く難しくない」―「２．少しだけ難しい」―「３．
多少難しい」―「４．わりと難しい」―「５．非常に難しい」
の５件法で回答を求めた。具体的な質問項目をTable 1 
に示す。
　なお，質問項目の信頼性を検討するため作成段階ご
とに Cronbach のα係数を算出した。その結果，「幼
児の実態の把握」でα＝.82，「指導の目標（ねらい）の
設定」でα＝.91，「具体的な指導内容の設定」で α＝.90，

「評価」でα＝.95といずれも十分な値を示したため質
問項目の内的整合性は高いと判断した。

３．分析方法
　データの分析は，個別の指導計画の作成に関する困
難感を測定する質問項目に対する回答の「全く難しくな
い」を１点，「少しだけ難しい」を２点，「多少難しい」
を３点，「わりと難しい」を４点，「非常に難しい」を５
点とし，間隔尺度に準じて統計分析を行うものとした。
　具体的には，個別の指導計画の作成段階（被験者内

要因）と園内体制または経験（被験者間要因）を独立
変数，困難感を従属変数とした混合計画による２要因
分散分析を行った。なお，園内体制については「園内
委員会の有無（２水準）」，「コーディネーターの有無（２
水準）」，「他機関との連携の有無（２水準）」の３つ，
経験については「教職経験年数（５水準）」，「障害の
ある幼児の担任経験の有無（２水準）」の２つがあり，
それぞれについて個別の指導計画の作成段階（４水準）
との２要因分散分析を行うため，合計５つの分散分析
を行った。また，分析には SPSS 19.0 Japanese を使
用した。

４．調査時期
　2010年９月～10月

Ⅲ．結　果

１．個別の指導計画の作成に関する困難感と園内体制
との関係

（1）園内委員会の有無
　個別の指導計画の作成に関する困難感と，作成段階
および園内委員会の有無との関係を検討するため，作
成段階（４水準）×園内委員会の有無（２水準）の混
合計画による２要因分散分析を行った（Table 2）。
　その結果，作成段階と園内委員会の有無との交互作用，
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園内委員会の有無の主効果はいずれも有意ではなく，作
成段階の主効果のみ有意であった（F（3, 1023）＝28.69, 
p<.001）。多重比較の結果，「評価」はその他のどの段
階よりも有意に困難感が高く（p<.001），また「具体
的な指導内容の設定」は「幼児の実態の把握」や「指
導の目標（ねらい）の設定」よりも有意に困難感が高
かった（p<.05）。

（2）コーディネーターの有無
　個別の指導計画の作成に関する困難感と，作成段階
およびコーディネーターの有無との関係を検討するた
め，作成段階（４水準）×コーディネーターの有無（２
水準）の混合計画による２要因分散分析を行った

（Table 2）。

　その結果，作成段階とコーディネーターの有無との
交互作用，コーディネーターの有無の主効果は有意で
はなく，作成段階の主効果のみ有意であった。多重比
較の結果，先の分析と同様に「評価」はその他のどの
段階よりも有意に困難感が高く（p<.001），また「具
体的な指導内容の設定」は「幼児の実態の把握」や「指
導の目標（ねらい）の設定」よりも有意に困難感が高
かった（p<.05）。

（3）他機関との連携の有無
　個別の指導計画の作成に関する困難感と，作成段階
および他機関との連携の有無との関係を検討するた
め，作成段階（４水準）×他機関との連携の有無（２
水準）の混合計画による２要因分散分析を行った

Co：コーディネーター， 実：実態の把握， 目：目標の設定， 内：内容の設定， 評：評価

 ( )内は標準偏差を示す

＋p<.10 ***p<.001 

作成段階 F 値

園内体制 人数 実態の把握 目標の設定 内容の設定 評価 
作成段階 

主効果 

園内体制 

主効果 
交互作用 

委員会有群 n=72 2.74 (0.89) 2.77 (0.99) 2.87 (0.97) 3.10 (1.00) 28.69*** 
実＝目＜内＜評

2.63 0.84 

委員会無群 n=271 2.86 (0.93) 2.92 (1.06) 3.08 (1.04) 3.37 (1.02) 

Co 有群 n=75 2.69 (0.91) 2.74 (0.97) 2.91 (0.95) 3.09 (0.96) 31.87*** 
実＝目＜内＜評

1.17 0.52 

Co 無群 n=268 2.88 (0.92) 2.93 (1.06) 3.07 (1.05) 3.37 (1.03) 

連携有群 n=255 2.84 (0.90) 2.87 (1.03) 2.98 (0.99) 3.26 (1.00) 47.53*** 
実＝目＜内＜評

1.31 2.20＋

連携無群 n=88 2.84 (1.00) 2.95 (1.10) 3.20 (1.12) 3.46 (1.07) 

Table 2　作成段階と園内体制ごとの平均評定値と分散分析の結果

Co：コーディネーター，実：実態の把握，目：目標の設定，内：内容の設定，評：評価
（　　）内は標準偏差を示す

＋p<.10　***p<.001

2.4

2.6

2.8

3

3.2

3.4

3.6

実態の把握 目標の設定 内容の設定 評価

連携あり群

連携なし群

0

＋

＋p<.10

Fig. 1　作成段階と他機関との連携の有無との交互作用
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Table 3　作成段階と経験ごとの平均評定値と分散分析の結果

実：実態の把握，目：目標の設定，内：内容の設定，評：評価
（　　）内は標準偏差を示す

*p<.05　***p<.001

実：実態の把握， 目：目標の設定， 内：内容の設定， 評：評価

 ( )内は標準偏差を示す

*p<.05 ***p<.001 

作成段階 F 値

経験 人数 実態の把握 目標の設定 内容の設定 評価 
作成段階 

主効果 

経験 

主効果 
交互作用 

3 年未満 n=59 2.77 (1.04) 2.97 (1.17) 3.11 (1.10) 3.42 (1.12) 

48.74*** 
実＝目＜内＜評

0.64 1.61 

3 年～5 年 n=88 2.81 (0.87) 2.83 (1.07) 2.92 (0.96) 3.35 (0.95) 

6 年～9 年 n=57 2.88 (0.86) 3.11 (1.00) 3.25 (0.99) 3.39 (1.00) 

10 年～19 年 n=88 2.85 (0.89) 2.87 (0.99) 3.03 (1.02) 3.25 (1.03) 

20 年以上 n=51 2.88 (1.02) 2.70 (0.98) 2.92 (1.11) 3.14 (1.00) 

担任経験有群 n=253 2.80 (0.91) 2.83 (1.01) 2.96 (1.00) 3.20 (0.98) 51.19*** 
実＝目＜内＜評

6.07* 
有＜無

2.95*

担任経験無群 n=90 2.94 (0.95) 3.06 (1.12) 3.24 (1.08) 3.61 (1.06) 

（Table 2）。
　その結果，作成段階と他機関との連携の有無との交
互作用が有意傾向を示した（F（3, 1023）＝2.20, p<.10）。
下位検定の結果，「具体的な指導内容の設定」において，
連携あり群が連携なし群より困難感が低い傾向がみら
れた（Fig. 1）。

２．個別の指導計画の作成に関する困難感と経験との関係
（1）教職経験年数
　個別の指導計画の作成に関する困難感と，作成段階
および教職経験年数との関係を検討するため，作成段
階（４水準）×教職経験年数（５水準）の混合計画

による２要因分散分析を行った（Table 3）。
　その結果，作成段階と教職経験年数との交互作用，
教職経験年数の主効果は有意ではなく，作成段階の主
効果のみ有意であった（F（3, 1014）＝48.74, p<.001）。
多重比較の結果，「評価」はその他のどの段階よりも
有意に困難感が高く（p<.001），また「具体的な指導内
容の設定」は「幼児の実態の把握」や「指導の目標（ね
らい）の設定」よりも有意に困難感が高かった（p<.05）。

（2）障害のある幼児の担任経験の有無
　個別の指導計画の作成に関する困難感と，作成段階
および障害のある幼児の担任経験の有無との関係を検
討するため，作成段階（４水準）×障害のある幼児の
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Fig. 2　作成段階と障害のある幼児の担任経験の有無との交互作用
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担任経験の有無（２水準）の混合計画による２要因分
散分析を行った（Table 3）。
　その結果，作成段階と障害のある幼児の担任経験の
有無との交互作用が有意であった（F（3, 1023）＝2.95, 
p<.05）。下位検定の結果，「幼児の実態の把握」では
担任経験の有無による有意な困難感の差はみられない
が，「指導の目標（ねらい）の設定」では担任経験あ
り群が担任経験なし群より困難感が低い傾向がみられ

（p<.10），「具体的な指導内容の設定」および「評価」
では担任経験あり群が担任経験なし群より有意に困難
感が低かった（p<.05）（Fig. 2）。

Ⅳ　考　察

１．個別の指導計画の作成に関する困難感と作成段階
との関係
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について作成段階の要因から検討したところ，作
成段階の主効果が有意であった。多重比較の結果，「評
価」はその他のどの段階よりも有意に困難感が高く，
また「具体的な指導内容の設定」は「幼児の実態の把
握」や「指導の目標（ねらい）の設定」よりも有意に
困難感が高かった。
　この結果は，個別の指導計画の作成に必要な観点の
うち「日々の評価」への意識が低いことを明らかにし
た海津ら（2005），幼稚園教師が障害のある幼児への
指導に関して ｢ 保育の仕方がわからない ｣ や「具体的
な支援の仕方が分からない」など具体的な指導内容の
設定に関する難しさを感じていることを明らかにした
松井・七木田（2005）や鶴巻ら（2009）の調査結果に
も従う結果であると考えられる。こうした結果より，
今後幼稚園における個別の指導計画の作成を推進する
ためには，「具体的な指導内容の設定」や「評価」といっ
た作成段階における困難感を低減できるような支援を
行う必要があると言える。例えば，樋口・名越（2011）
は，個別の指導計画を評価できるような基準を独自に
作成している。また，海津・佐藤（2004）は，個別の
指導計画を作成するにあたっての重要なポイントを示
して教師を支援した事例を報告している。このように
個別の指導計画を教師自身が評価できるような視点を
明確にするなどの工夫も有効であろう。

２．個別の指導計画の作成に関する困難感と園内体制
との関係

（1）園内委員会の有無
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について，作成段階と園内体制の要因から検討した
ところ，作成段階と園内委員会の有無との交互作用，園
内委員会の有無の主効果はいずれも有意ではなかった。
　こうした結果より，園内委員会が個別の指導計画の
作成にうまく結びついていない状況が予想される。 
赤嶺・緒方（2009）は，学校現場では校内委員会の設
置などの体制整備の枠組みが整いつつあるが，個々の
子どもたちの教育的ニーズにどのように応えていくか
という具体的な方策について校内委員会が核となって
十分に検討する状況には未だ至っていないことを指摘
している。特に，幼稚園における特別支援教育は小・
中学校に比べて後れを取っており（文部科学省，
2013），個別の指導計画の認知度も低い（原野ら，
2009）。
　したがって，今後は個々の子どもたちへの指導方法
や個別の指導計画の作成方法などのより具体的な検討
が行えるような園内委員会の在り方を工夫していく必
要がある。例えば，水内（2008）は，個別の指導計画
や観察記録の独自のフォームを用意し，園内委員会で
の話し合いに活かした幼稚園の事例を紹介している。
こうした工夫は，個別の指導計画の作成に関する困難
感の低減につながると考えられる。

（2）コーディネーターの有無
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について，作成段階とコーディネーターの有無の
要因から検討したところ，作成段階とコーディネー
ターの有無との交互作用，コーディネーターの有無の
主効果は有意ではなかった。
　上村・森山・高橋・中川・谷口・森中（2007）は，
生駒市の幼稚園，小・中学校のコーディネーターを対
象に行った質問紙調査から，コーディネーターが最も
困っている点は「コーディネートするための時間不足」
であることを示している。こうした時間不足の背景に
は，ほとんどの幼稚園でコーディネーターが１名であ
ること（文部科学省，2013）や多くのコーディネーター
が学級担任と兼務していること（柘植・宇野・石橋，
2007）から生じる多忙さがあると考えられる。したがっ
て，コーディネーターは学級担任に対して個別の指導
計画の作成に関する支援を十分に行えない状況がある
のではないだろうか。また，吉川・尾崎・細渕（2008）
は，埼玉県の私立幼稚園を対象に行った質問紙調査か
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ら，「気になる子ども」に対する支援について約４割
の教師が「相談すべき状況か悩む」と感じており，「適
切な相談先がわからない」と感じている教師も約１割
いることを明らかにしている。つまり，コーディネー
ターが支援を行えないだけでなく，学級担任もコー
ディネーターに対して積極的に支援を求められていな
い状況が予想される。
　こうしたことから，コーディネーターの有無による
個別の指導計画の作成に関する困難感の差がみられな
かったと考えられる。したがって，コーディネーター
の複数指名や専任化も含め，コーディネーターが積極
的に学級担任を支援できるような体制の在り方を検討
していく必要がある。

（3）他機関との連携の有無
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について，作成段階と他機関との連携の有無の要
因から検討したところ，作成段階と他機関との連携の
有無との交互作用が有意傾向を示し，「具体的な指導
内容の設定」において，連携あり群が連携なし群より
困難感が低い傾向がみられた。
　久保山・齊藤・西牧・當島・藤井・滝川（2009）は，
Ａ市の全幼稚園教師・保育士を対象に行った質問紙調
査から，約６割の幼稚園教師は専門機関に対して「保
育内容・方法のアドバイス」を期待していることを明
らかにしている。また，幼稚園教師を対象とした調査
ではないものの，畑・小貫（2006）は，小・中学校教
師が専門家に対して「学級の気になる児童生徒各個に
応じた特性と対応方法への助言」を最も求めているこ
とを質問紙調査により明らかにしている。こうした調
査結果を踏まえると，幼稚園は校外の専門機関に対し
て主に指導内容に関する助言を要請していることが予
想される。
　したがって，他機関との連携を行っている幼稚園の
教師は指導内容に関する助言を受ける機会が多く，個
別の指導計画の作成段階のうち「具体的な指導内容の
設定」において困難感が低くなったと考えられる。

３．個別の指導計画の作成に関する困難感と経験との関係
（1）教職経験年数
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について，作成段階と教職経験年数の要因から検
討したところ，作成段階と教職経験年数との交互作用，
教職経験年数の主効果は有意ではなかった。
　幼稚園における個別の指導計画の作成については，
平成20年３月告示の幼稚園教育要領（文部科学省，

2008）で初めて言及されたものであり，幼稚園での個
別の指導計画の認知度は低い（原野ら，2009）。こう
したことから，単に教職経験年数が長いからと言って
個別の指導計画の作成に関する困難感も低いとは限ら
ないと考えられる。つまり，若手の教師，ベテランの
教師関係なく個別の指導計画の作成に関する困難感を
抱いている可能性があり，教職経験に関係なく幅広い
支援をしていく必要があると言える。

（2）障害のある幼児の担任経験の有無
　幼稚園教師が抱く個別の指導計画の作成に関する困
難感について，作成段階と障害のある幼児の担任経験
の有無の要因から検討したところ，作成段階と障害の
ある幼児の担任経験の有無との交互作用が有意であっ
た。下位検定の結果，「幼児の実態の把握」では担任
経験の有無による有意な困難感の差はみられないが，

「指導の目標（ねらい）の設定」では担任経験あり群が担
任経験なし群より困難感が低い傾向がみられ，「具体的
な指導内容の設定」および「評価」では担任経験あり
群が担任経験なし群より有意に困難感が低かった。
　石井（2009）は，東京都および千葉県の幼稚園教師・
保育士を対象に行った質問紙調査から，「障害のある
子への対応の悩み」は，障害のある幼児の担任を経験
したことのある教師が，経験したことのない教師より
低いことを明らかにしている。また，幼稚園教師を対
象とした調査ではないものの，渡部・武田（2008）は，
Ａ県の小・中学校の教師を対象に発達障害に関する意
識調査を行っており，障害のある児童生徒の担任を経
験したことのある教師は経験したことのない教師より

「基本的な指導方法を理解している」や「これまでの
経験で対応できる」といった指導力に対する自己評価
が高いことを明らかにしている。つまり，障害のある
幼児の担任を経験することで障害のある幼児への指導
に関する知識・技能が向上し，自信も高まることが推
測される。
　こうしたことから個別の指導計画の多くの作成段階
において，障害のある幼児の担任を経験したことのあ
る教師が，経験したことのない教師より困難感が低い
という結果になったと考えられる。
　なお，「幼児の実態の把握」においては，障害のあ
る幼児の担任経験による困難感の差はみられなかっ
た。山本・山根（2006）は，Ｋ市内の保育士を対象と
した質問紙調査から，保育士は特別支援教育に関する
専門的知識については全般的に自己評価が低いが，子
どもの行動観察についての自己評価は高いことを報告
している。実態把握は障害のある幼児に限らずすべて
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の幼児に対して日常的に行う作業である。こうしたこ
とから，障害のある幼児の担任経験の有無に関わらず，
幼稚園教師の「幼児の実態の把握」に関する困難感は
低く，結果として障害のある幼児の担任経験の有無に
よる差もみられなかったと考えられる。

４．まとめと今後の課題
　本研究では幼稚園教師が個別の指導計画の作成にあ
たって，特に「具体的な指導内容の設定」や「評価」
に困難感を抱いていることが明らかとなった。した
がって，今後は幼稚園教師を対象に個別の指導計画の

「具体的な指導内容の設定」や「評価」に焦点を当て
た研修を行っていく必要がある。また，「具体的な指
導内容の設定」においては他機関との連携を行ってい
る幼稚園の教師が連携を行っていない幼稚園の教師よ
り困難感が低く，さらに「指導の目標（ねらい）の設
定」や「具体的な指導内容の設定」，「評価」において
は障害のある幼児の担任経験のある教師が経験のない
教師より困難感が低かった。したがって，幼稚園にお
ける個別の指導計画の作成を推進するためには，他機
関との連携や経験豊富な教師のリーダーシップが不可
欠であると言える。
　ただし，本研究にはいくつかの問題点も指摘され
る。まず，本研究で行った調査はＡ県とＢ県という一
部の地域で行ったものであり，回収率も決して高いと
は言えない。したがって，本研究の結果を安易に一般
化することはできない。今後は調査対象を拡大するこ
とが必要であろう。また，本研究は2010年に行った調
査の結果であるため，最新の状況を把握するための追
跡調査も必要であろう。
　さらに，本研究では園内体制や経験に関する要因を
考慮して検討を行ったが，例えば，園内委員会のメン
バーや開催時期，開催頻度，協議内容，あるいは連携
先の機関の種類，連携の頻度，連携内容などによって
も結果は異なると考えられる。したがって，今後は本
研究の結果を基礎資料とし，より詳細な要因との関連
についても検討していく必要があるだろう。
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